













































より大きい45,000ha の農地面積を経営し（このうち 3 分の 1 はリトアニアと
ルーマニア、残りの大部分が旧東ドイツ地域）、バイオエネルギー生産会社を
含む30数社の農業生産子会社を傘下に擁し、800人を超える従業員を雇用
するヨーロッパを代表する大農業コンツェルン KTG Agrar グループへと
成長する。2007年にはフランクフルト証券取引所にドイツ最初の農業生産
企業として上場する。
（ 1 ）　Geplante Gesetzesvorhaben „Länder wollen Agrarinvestoren ausbremsen“ Fr-
anfurter Allgemeine Zeitung（Faz） 05.02.2016
（ 2 ）　この事件は、多くのメディアを通じて報道された。これを最初に報じたのはベ
ルリンのターゲスツァイトゥング Tageszeitung（taz）の記事 „Größter Agrarkon-
zern ist insolvent“ 05.07.2016だった。以下の紹介は、taz はじめ、Süddeutsche 










































生産を展開する子会社 ATU Landbau GmbH に、2,300ha の農地を譲渡し
た。この譲渡契約については、ブランデンブルグの官庁は、ATU を地域
の農業者とみなし許可を与えたのである。その 3 週間も経たないうちに、





済むからである。こうして Munich Re は、2300ha の農地を、土地取得税
（推計180万ユーロ強）の納税を回避しながら（Munich Re は納税の有無につ
いては黙したままである）取得できたのである。





















に KTG とその子会社 ATU の売買契約に与えた許可の一部（463ha 分）
を取り消した。ATU は、農業経営目的で農地を取得したはずなのに、そ



































































（ 4 ）　Jose Martinez, Die Steuerung der Agrarstruktur durch das Grundstückver-
kehrsrecht, Agrar─ und Umweltrecht, 2013, S. 165 
（ 5 ）　„Landwirtschaftliche Bodenmarktpolitik:Allgemeine Situation und Hand-
lungsoptionen, Bericht der Bund─Länder─Arbeitsgruppe „Bodenmarktpolitik“ ge-
mäß Beschluss der Amtsschefinnen und Amtsschefs der Agrarressorts der Länder 
vom 16.Januar 2014“ März 2015（以下 Bodenmarktpolitik と略記）






















（ 7 ）　Deutschlands Zukunft gestalten Koalitionsvertrag zwischen CDU, CSU und 
SPD 18. Legislaturperiode,S.86 なお第19期（2017年～）の政権協定書 „Ein neuer 
Aufbruch für Europa, Eine neue Dynamik für Deutschland, Ein neuer Zusammen-




　Die Bundesregierung unterstützt die Bundesländer bei der Novellierung boden-
rechtlicher Vorgaben mit dem Ziel einer ausgewogenen Agrarstruktur und der 
Abwehr außerlandwirtschaftlicher Investitionen.
（ 8 ）　Bodenmarktpolitik, S.10～13。
（ 9 ）　ここで農地というのは、農業用利用地、Fläche der landwirtschaftlichen Nut-







ール当たり4,134€ であり、西の平均価格16,394€ の約 4 分の 1 であり、ま
























（10）　Martinez, Landesbericht Deutschland, Kommission Ⅲ, Europäischer Agrar-




















































個別経営 273,000 256,000 244,200
人的会社 21,000 23,700 25,700
法人 5,100 5,300 5,500
連邦統計局
（11）　Bodenmarktpolitik, S.13ff.























































































































（14）　Gesetz über die strukturelle Anpassung der Landwirtschaft an die soziale und 
ökologische Marktwirtschaft in der Deutschen Demokratischen Republik （Land-
wirtschaftsanpassungsgesetz ─ LwAnpG）, 1990
（15）　Gesetz zur Privatisierung und Reorganisierung des volkseigenen Vermögens 
282　　早法 94 巻 4 号（2019）
は、その経済上、エコロジー上、構造上、所有権法上の特殊性を顧慮しつ
つ行うべきことを規定した（法第 1 条 6 項）。土地評価・管理公社 Boden-















































（17）　Johann Heinrich von Thünen─Institut, Bundesforschungsinstitut für Ländli-




（18）　最初の調査報告は、Forstner B, Tietz A, Klare K, Kleinhanss W, Weingarten 
P （2011）: Aktivitäten von nichtlandwirtschaftlichen und überregional ausgerichte-
ten Investoren auf dem landwirtschaftlichen Bodenmarkt in Deutschland, Sonder-
heft 352, Braunschweig, である。しかしこの調査は、持分購入を対象としていなか
った。その欠を埋めるべくなされた調査の報告が、Bernhard Forstner und Andre-
as Tietz （2013）, Kapitalbeteiligung nichtlandwirtschaftlicher und überregional 
ausgerichteter Investoren an landwirtschaftlichen Unternehmen in Deutschland, 
Thünen Report 5 である。さらに Andreas Tietz, （2015）, Überregional aktive Ka-
pitaleigentümer in ostdeutschen Agrarunternehmen: Bestandsaufnahme und Ent-
wicklung, Thünen Report 35, は2007年から2014年の期間についての動向の調査結
果であり、2017年までの動きを追った調査結果が、Andreas Tietz （2017）Überre-
gional aktive Kapitaleigentümer in ostdeutschen Agrarunternehmen: Entwicklun-
gen bis 2017, Thünen Report 52である。
（19）　なおこのような法形式を持つ企業数は、東部で統計的に把握できる全農業経営
体数の16.7％に当たり、56.4％の農地面積を経営している。

























経営数 面積 経営数 面積 経営数 面積 経営数 面積
Mecklenburg─
Vorpommern
59％ 66％ 22％ 14％ 19％ 20％ 41％ 34％
Brandenburg 64％ 71％ 20％ 13％ 16％ 16％ 36％ 29％
Sachsen─Anhalt 78％ 85％ 13％ 8 ％ 9 ％ 7 ％ 22％ 15％
Thüringen 77％ 85％ 9 ％ 6 ％ 14％ 9 ％ 23％ 15％
Sachsen 68％ 81％ 28％ 18％ 4 ％ 1 ％ 32％ 19％



























経営数 面積 経営数 面積 経営数 面積 経営数 面積
Mecklenburg─
Vorpommern
6 ％ 7 ％ 7 ％ 6 ％ 9 ％ 11％ 16％ 17％
Brandenburg 3 ％ 3 ％ 4 ％ 7 ％ 13％ 13％ 17％ 20％
Sachsen─Anhalt 5 ％ 3 ％ 2 ％ 1 ％ 3 ％ 3 ％ 5 ％ 4 ％
Thüringen 0 ％ 0 ％ 6 ％ 6 ％ 4 ％ 3 ％ 10％ 9 ％
Sachsen 7 ％ 8 ％ 7 ％ 6 ％ 0 ％ 0 ％ 7 ％ 6 ％
総計 5 ％ 5 ％ 5 ％ 5 ％ 7 ％ 7 ％ 12％ 12％
Andreas Tietz（2017）（注16）Zusmmenfassung Ⅹ
286　　早法 94 巻 4 号（2019）
おいては、2007年に KTG に買い取られたばかりの 5 つの KTG 子会社が
存在した。こうして同一企業につき複数回にわたる買取が調査期間におい

























































ha ha ％ ha ％ ％
Mecklenb. Seenplatte 287,229 38,377 13.4 8,466 2.9 22
Vorpommern─Rügen 202,482 20,142 9.9 5,925 2.9 29
Märkisch─Oderland 126,305 32,521 25.7 6,318 5.0 19
Teltow─Fläming 91,451 10,370 11.3 2,164 2.4 21
Anhalt─Bitterfeld 89,651 14,970 16.7 443 0.5 3
Stendal 148,390 14,060 9.5 854 0.6 6
Schmalkalden─Meiningen 41,017 4,502 11.0 846 2.1 19
Sömmerda 57,693 4,577 7.9 572 1.0 13
Bautzen 99,913 4,702 4.7 1,676 1.7 36
Nordsachsen 127,812 11,513 9.0 1,277 1.0 11
総計 1,271,943 155,733 12.2 28,541 2.2 18
Andreas Tietz（2017）（注16）表16、17より作成
（20）　Informationen für Presse, Funk und Fernsehen vom 8. Januar 2016, BVVG
































































（21）　例 え ば Bodenmarktpolitik, S.38, Bundesministerium für Ernährung und 




























CDU─Bundesfachausschuss, Landwirtschaft und ländlicher Raum, 2015, S.4等





























































292　　早法 94 巻 4 号（2019）

























































litik,S.66　但し作業グループの報告書が、Landwirtin と Landwirt を書き分けてい
るのを見ると、主として自然人を想定しているとも読める。


































































296　　早法 94 巻 4 号（2019）
の三要素間の関係として土地政策が把握されていることが直ちに了解され
るのである。
　具体的な a）～g）の土地政策の目標は、規制を通じて農地の集中を排除
し所有権を分散させ、農業目的の利用の確保を図ろうとするものであるこ
とを確認することができる。ｇ）土地市場情報と市場の透明性の改善目標
も、農地の市場取引の活性化を促進するための基盤整備という日本的な文
脈で掲げられているというよりは、農地の所有権に関する統計の不在、会
社の持分取引を通じた農地所有権の移動の把握の困難性を解消して、農地
の直接売買ならびにシェアディールによる所有権集中の実態の正確な把握
により合理的な施策が講じられる基礎を形成することが目指されているの
である。市場を通じた土地分配による構造変動を、配分を通じて是正して
いくことが土地政策目標の基調となっていることを確認しておきたい。
　土地政策上の目標を実現する重要な手段として土地法制を挙げることが
できる。中でも農林地取引法はその中心的位置を占める。しかしながらこ
れまで見てきた通り、同法が抱える欠缺によりその正当性根拠が動揺し始
めているのである。農林地取引法をめぐる今日の問題状況について検討す
ることが次の課題となる。
